
04215_宮城県大崎市_物価交付金r5補正以降_r5_翌債

物価_翌債

（単位：千円）

電話番号
既配分額

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

メールアドレス
既配分額

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②

既配分額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③

既配分額
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④

既配分額
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費

交付限度額⑤

既配分額
国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥

今回配分予定額
国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

今回配分予定額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②

今回配分予定額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③

今回配分予定額
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④

今回配分予定額
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費

交付限度額⑤

今回配分予定額
国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥

配分予定額計
国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

配分予定額計
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②

配分予定額計
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③

配分予定額計
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④

配分予定額計
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費

交付限度額⑤

配分予定額計
国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥

配分予定額計

移替先

Ａ

Ｂ１ Ｂ４

交付対象経費

国のR5補正予算分
（交付限度額①）
（推奨事業メニュー

分）

国のR5補正予算分
（交付限度額②）
（低所得世帯支援枠

分）
給付費

国のR5補正予算分
（交付限度額③）
（低所得世帯支援枠

分）
事務費

国のR5予備費
（交付限度額④）
（給付金・定額減税
一体支援枠分）　給

付費

国のR5予備費
（交付限度額⑤）
（給付金・定額減税
一体支援枠分）　事

務費

国のR5予備費
（交付限度額⑥）
（給付支援サービス

分）

その他
（一般財源や補助対
象外経費等）

合計  1,803,108  1,683,108  337,783  889,000  24,640  415,000  16,685  -  120,000 

住民税均等割非課税世帯
への支援

（低所得枠）
1 R5_補正 低所得 ○ ○ ○

物価高騰支援給付金支給事
業【物価高騰対策給付金】

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○ －  913,640  913,640  -  889,000  24,640  -  -  -  - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、
低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯　12700
世帯×70千円　　
事務費　　24640千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送
料等）　業務委託料　使用料及び賃借料　人件費　として
支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯　（12700世帯）

－ ○ － R6.1 R6.4以降
対象世帯に対して令和6年1
月までに支給を開始する

ホームページ等
対象分野に関連し
ない

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等
の調整のために不測の日数を要
し、計画を再検討した結果、
交付対象事業の完了が令和6年
5月下旬となるため

R5補正（地）

住民税均等割のみ課税世
帯への支援
（一体給付）

2 R5_予備 一体支援 ○ ○ ○
物価高騰支援給付金支給事
業（均等割課税世帯）【物価

高騰対策給付金】

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○ －  308,343  308,343  -  -  -  300,000  8,343  -  - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②均等割のみ課税世帯への給付金及び事務費
③給付金額　Ｒ５年度分の住民税均等割のみ課税世帯
3,000世帯×100千円
事務費　8,343千円
事務費の内容[需用費（事務用品等）役務費（郵送料）業務委託料とし
て支出]
④Ｒ５年度分の住民税均等割のみ課税世帯（3,000世帯）

－ ○ － R6.3 R6.4以降
対象世帯に対して令和6年3
月までに支給を開始する

ホームページ、広報誌等
対象分野に関連し
ない

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等
の調整のために不測の日数を要
し、計画を再検討した結果、
交付対象事業の完了が令和6年
8月下旬となるため

R5補正（地）

こども加算
（一体給付）

3 R5_予備 一体支援 ○ ○ ○
物価高騰支援給付金支給事
業（子ども加算）【物価高騰対

策給付金】

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○ －  123,342  123,342  -  -  -  115,000  8,342  -  - 

①物価高が続く中で低所得世帯の子育て世帯の負担が大きいことか
ら，18歳以下の子どもがいる世帯に対して生活を支援する。
②R５年度住民税均等割非課税の子育て世帯，R５年度住民税均等
割のみ課税の子育て世帯・及び事務費
③給付金額　Ｒ５年度分の住民税非課税の子育て世帯及びＲ５年度
均等割のみ課税の子育て世帯
1,700人×50千円（非課税世帯）
600人×50千円（均等割課税世帯）
事務費　8,342千円
事務費の内容[需用費（事務用品等）役務費（郵送料）業務委託料とし
て支出]
④Ｒ５年度分の住民税非課税の子育て世帯（1,700人）及びＲ５年度
均等割のみ課税の子育て世帯（600人）

－ ○ － R6.3 R6.4以降
対象世帯に対して令和6年3
月までに支給を開始する

ホームページ、広報誌等
対象分野に関連し
ない

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等
の調整のために不測の日数を要
し、計画を再検討した結果、
交付対象事業の完了が令和6年
8月下旬となるため

R5補正（地）

新たに住民税非課税等とな
る世帯への支援

（一体給付）
4  -  -  -  -  -  - 

調整給付
（一体給付）

5  -  -  -  -  -  - 

給付支援サービス
（一体給付）

6  -  -  -  -  -  -  - 

住民税均等割非課税世帯
等への支援に係る本体分

の事業費
（家計急変への横出し等・

補正）

7 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
物価高騰支援給付金支給事
業【物価高騰対策給付金】

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○ －  7,000  7,000  7,000  -  -  -  - 

①物価高が続く中で家計急変世帯等への支援を行うことで、家計急
変世帯等の方々の生活を維持する。
②家計急変世帯等への給付金
③給付金額　　家計急変世帯等　100世帯×70千円　　
④家計急変世帯等　（100世帯）

－ ○ － R6.1 R6.4以降
対象世帯に対して令和6年1
月までに支給を開始する

ホームページ等
対象分野に関連し
ない

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等
の調整のために不測の日数を要
し、計画を再検討した結果、
交付対象事業の完了が令和6年
5月下旬となるため

R5補正（地）

一体給付に係る本体分の
事業費

（上乗せ１・予備費）
8  -  -  -  -  -  -  - 

対
象
範
囲
外

住民税均等割非課税世帯
等への支援分の事業費

（上乗せ２・推奨分）
9  -  -  -  -  - 

10 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
鳴子温泉郷再生・高付加価

値化事業
Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

⑧地域公共交
通・物流や地
域観光業等に

対する支援

 35,000  35,000  35,000  - 

①エネルギー価格高騰による経済的損失を受けている鳴子温泉地域
が取り組む，観光庁の「地域一体となった観光地の再生・観光サービ
スの高付加価値化事業」に併せ，市が嵩上補助を実施することで，鳴
子温泉郷の再生と地域産業の「稼ぐ力」の回復・強化を図るとともに，
持続可能な観光地の形成及び観光客の向上を図る。
②国の「地域一体となった観光地の再生・観光サービスの高付加価
値化事業」実施事業者に対する嵩上げ補助金
③◆宿泊施設の高付加価値化→11件
　 ◆観光施設の改修→11件
　 ◆廃屋の撤去→7件
　（総事業費1,100,000千円－補助申請額680,000千円）千円未満切
り捨て×1/12＝35,000千円　 
④鳴子温泉地域の観光事業者（ホテル・旅館・商店など）

－ － － R6.1 R6.4以降

国の補助事業に市が嵩上補
助を行うことで，地域事業者
の申請を容易にし，市の政策
として鳴子温泉郷の高付加
価値化を促進する。
※実施要望件数29件（今後
変動あり）

市ウェブサイトへの掲載，鳴子温泉郷観光協会と
鳴子温泉地域事業者の対する説明会の実施

対象分野に関連し
ない

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等
の調整のために不測の日数を要
し、計画を再検討した結果、
交付対象事業の完了が令和7年
3月下旬となるため

R5補正（地）

11 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
子育て世帯サポート給付金給
付事業(物価高騰対応交付金

分)

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

 277,132  157,132  157,132  120,000 

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた保護者等の
負担の軽減を図るため,子育て世帯へ給付金を支給するもの。
②給付金・事務費
③給付金　15,000円×18,320人＝274,800,000円
　事務費　　印刷製本費，通信運搬費等　2,332,000円
　（うち新型コロナ対応交付金予算分120,000千円）
④18歳以下（令和5年度高校生相当）の子どものいる世帯（※令和5
年12月1日時点で大崎市に住所がある子ども）１人あたり15,000円を
支給

－ ○ － R5.12 R6.4以降
18歳以下（令和5年度高校生
相当）の子ども　18,320人

市ウェブサイトへの掲載
対象分野に関連し
ない

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等
の調整のために不測の日数を要
し、計画を再検討した結果、
交付対象事業の完了が令和6年
5月下旬となるため

R5補正（地）

令和５年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 宮城県 0229-23-2129                                                                                                                 - 
国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①　（令和5年11月通知分）
                                                                                                                                                             315,297 

地方公共団体名 大崎市 seisaku@city.osaki.miyagi.jp                                                                                                       665,000 
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

給付費　交付限度額②　（令和5年11月通知分）
                                                                                                                                                             665,000 

都道府県・市町村コード（５桁） 04215 国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①                                                                                         337,783                                                                                                         23,750 
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

給付費　交付限度額②　（令和6年1月通知分）
                                                                                                                                                             166,250 

担当部局課名 市民協働推進部政策課 国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②                                                                                         889,000                                                                                                                 - 小計　交付限度額②                                                                                                                                                              831,250 

担当者氏名 千田　和弘 国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③                                                                                           24,640                                                                                                                 - 
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

事務費　交付限度額③　（令和5年11月通知分）
                                                                                                                                                               23,750 

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④                                                                                         415,000                                                                                                                 - 
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

事務費　交付限度額③　（令和6年1月通知分）
                                                                                                                                                                 5,938 

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費　交付限度額⑤                                                                                           16,685 小計　交付限度額③                                                                                                                                                                29,688 

国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥                                                                                                    - 
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）

給付費　交付限度額④　（令和5年12月通知分）
                                                                                                                                                             771,170 

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）
事務費　交付限度額⑤　（令和5年12月通知分）

                                                                                                                                                               61,318 

国のR5予備費分（給付支援サービス分）
交付限度額⑥　（令和6年1月通知分）

                                                                                                                                                                       - 

                                                                                                      275,297 

                                                                                                      166,250 

                                                                                                            890 

                                                                                                      415,000 

                                                                                                        16,685 

                                                                                                                - 

                                                                                                      275,297 

                                                                                                      831,250 自動計算分                                                                                                                                                                        - 

                                                                                                        24,640 手動入力分                                                                                                                                                                40,000 

                                                                                                      415,000 
本省繰越希望額　（R5補正予算により措置された推奨事業メニュー分交付限度額①に係る希望額）

小計：自動計算分＋手動入力分　（交付限度額①を上限とする）
                                                                                                                                                               40,000 

                                                                                                        16,685 
本省繰越希望額

（R5補正予算により措置された低所得世帯支援枠分（給付費）交付限度額②に係る希望額）
                                                                                                                                                                       - 

                                                                                                                - 
本省繰越希望額

（R5補正予算により措置された低所得世帯支援枠分（事務費）交付限度額③に係る希望額）
                                                                                                                                                                 5,048 

                                                                                                   1,562,872 
本省繰越希望額

（R5予備費により措置された給付金・定額減税一体支援枠分（給付費）
交付限度額④に係る希望額）

                                                                                                                                                             356,170 

本省繰越希望額
（R5予備費により措置された給付金・定額減税一体支援枠分（事務費）

交付限度額⑤に係る希望額）
                                                                                                                                                               44,633 

本省繰越希望額
（R5予備費により措置された給付支援サービス分　交付限度額⑥に係る希望額）

                                                                                                                                                                       - 

 総務省  交付限度額計                                                                                                                                                           2,008,723 

Ｂ２ Ｂ３

交付対象経費
(地方単独事業費)

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

枠

地
方
単
独
事
業

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる

交付対象事業の名称
経済対策との関

係

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

推奨事業メ
ニュー

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

特定事業者
等支援

個人を対象
とした給付
金等

基金
事業
始期

事業
終期

※可変部分
※この他は変え
れません。

成果目標（可能な限り定
量的指標を設定）

実施状況の公表等について（HP,広報紙な
ど）

備考1
(重点支援地方交
付金の追加を踏
まえた各省庁の
通知の発出状況
に定義されてい
る対象分野)

備考2
(事業の終期が令和6年3月を
超えることが見込まれる場

合、その事情)

※可変部分
※この他は変えれません。

備考3
自治体での予算

区分⑨を選択した場合、より効果があ
ると考える理由

総事業費

Ｂ Ｃ

　
差
押
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止
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連
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参
照

1
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Ａ

Ｂ１ Ｂ４

交付対象経費

国のR5補正予算分
（交付限度額①）
（推奨事業メニュー

分）

国のR5補正予算分
（交付限度額②）
（低所得世帯支援枠

分）
給付費

国のR5補正予算分
（交付限度額③）
（低所得世帯支援枠

分）
事務費

国のR5予備費
（交付限度額④）
（給付金・定額減税
一体支援枠分）　給

付費

国のR5予備費
（交付限度額⑤）
（給付金・定額減税
一体支援枠分）　事

務費

国のR5予備費
（交付限度額⑥）
（給付支援サービス

分）

その他
（一般財源や補助対
象外経費等）

Ｂ２ Ｂ３

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

枠

地
方
単
独
事
業

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる

交付対象事業の名称
経済対策との関

係

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

推奨事業メ
ニュー

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

特定事業者
等支援

個人を対象
とした給付
金等

基金
事業
始期

事業
終期

※可変部分
※この他は変え
れません。

成果目標（可能な限り定
量的指標を設定）

実施状況の公表等について（HP,広報紙な
ど）

備考1
(重点支援地方交
付金の追加を踏
まえた各省庁の
通知の発出状況
に定義されてい
る対象分野)

備考2
(事業の終期が令和6年3月を
超えることが見込まれる場

合、その事情)

※可変部分
※この他は変えれません。

備考3
自治体での予算

区分⑨を選択した場合、より効果があ
ると考える理由

総事業費

Ｂ Ｃ

12 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○

コミュニティ施設冷暖房機器
設置事業（コミュニティ施設省
エネ家電製品買換等促進補

助金）

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○

⑦中小企業等
に対するエネ
ルギー価格高
騰対策支援

 9,051  9,051  9,051  - 

①エネルギー価格の高騰を受け，コミュニティ施設等に係る負担軽減
並びに二酸化炭素排出量の削減によるゼロカーボンシティを推進する
ため，市内のコミュニティ施設に設置している，冷暖房機器の買い換
え等を対象に助成するもの。
②家庭用エアコン本体の購入費用及びその設置費用
③補助対象経費（税別）の75％または10万円のいずれか低い金額。
ただし，電気容量変更工事が伴う場合は，総額に対し上限額を10万
円加算または75％のいずれか低い方。1施設あたり最大2台まで（1団
体あたり1施設まで）
・エアコン　1台 × 30施設　＝3,000千円
・　　　〃× 2台 × 20施設　＝ 4,000千円
・電気容量変更工事　100千円 × 20施設  ＝ 2,000千円
・郵送代　51千円
④市内のコミュニティ施設を管理する団体等

－ － － R6.1 R6.4以降
・エアコン　56台分
・電気容量変更工事　16件

市ウェブサイトへの掲載
対象分野に関連し
ない

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等
の調整のために不測の日数を要
し、計画を再検討した結果、
交付対象事業の完了が令和6年
5月下旬となるため

R5補正（地）

13 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
高付加価値化米づくり支援事
業（高付加価値化米づくり支

援金）

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○
⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

 45,880  45,880  45,880  - 

①生産資材等の高騰が稲作農家の経営に深刻な影響を与えており，
農家の所得が減少している。本市の「ささ結」は，冷害だけでなく高温
耐性も証明され生産しやすく，高価格帯を維持し，需要も拡大している
ことから，「ささ結」への作付転換や生産拡大により，所得向上が図ら
れ，物価高騰の中でも営農を継続できるよう支援するもの。
②支援金，事務費
③支援金：228.4ha×20,000円/10a＝45,680千円
チラシ印刷，封筒等：166千円，切手代：34千円
④令和６年産において「ささ結」ブランド認証制度（環境・食味・生物多
様性基準）の認証を目指す，東北194号の作付予定面積に対し助成

－ － － R5.12 R6.4以降 対象の作付面積　228.4ha 市ウェブサイトへの掲載
対象分野に関連し
ない

算出の計画に関する諸条件　キ
根拠となる事業の確定等の調整
のために不測の日数を要し、計
画を再検討した結果、
交付対象事業の完了が令和6年
11月下旬となるため

R5補正（地）

14 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
瑞・華・翠交流施設等照明器

具ＬＥＤ化事業
Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

⑨推奨事業メ
ニュー例よりも
更に効果があ

ると判断する地
方単独事業

瑞・華・翠交流施設等の照明器具を水
銀灯からLED照明に改修することによ
り，電気料金が抑制されることで施設使
用料への転嫁を抑制でき，施設利用者
である市民の負担軽減につなげる。

 5,305  5,305  5,305  - 

①エネルギー価格の高騰が続く中で，施設の電気料金を抑制し市民
の負担軽減につなげる。
電気料金で年間約651万円程度減額効果
②工事請負費
③ 体育施設等改修費
 ・器具代金 3,552千円
 ・工事代金 1,753千円
施設内器具（主に400W）をLED器具に交換
・中央野球場　　　　5箇所　　5基
・鎌田記念ホール　　7箇所　10基（内6基250W）
・多目的グラウンド　1箇所　　4基（4基1000W）
・鹿島台野球場　　　4箇所　　4基
・鹿島台公民館　　　1箇所　　2基（2基250W）
④瑞華翠交流施設等利用者

－ － － R6.2 R6.4以降
電気料金で年間約651千円
程度減額効果

市ウェブサイトへの掲載
対象分野に関連し
ない

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等
の調整のために不測の日数を要
し、計画を再検討した結果、
交付対象事業の完了が令和6年
7月下旬となるため

R5補正（地）

15 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
岩出山公民館照明器具ＬＥＤ

化事業
Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

⑨推奨事業メ
ニュー例よりも
更に効果があ

ると判断する地
方単独事業

岩出山公民館の照明器具をLED照明に
改修することにより，電気料金が抑制さ
れることで施設使用料への転嫁を抑制
でき，施設利用者である市民の負担軽
減につなげる。

 22,000  22,000  22,000  - 

①エネルギー価格の高騰が続く中で，施設の電気料金を抑制し市民
の負担軽減につなげる。
電気料金で年間約190万円程度減額効果
②工事請負費
③公民館施設改修費
・器具代金　11,130千円．　工事費等　10,870千円
施設内器具（主に40ｗ）をLED器具に交換
・１階146基
会議室　1箇所8基．和室1箇所8基．調理実習室　2箇所15基．
創作室　1箇所8基．印刷室1箇所2基．図書室2箇所22基．
事務室　2箇所20基．共用部分等6箇所　63基．　
・2階128基
研修室　7箇所84基．　共用部分等　8箇所44基．
④岩出山公民館利用者

－ － － R6.2 R6.3

年間の電気使用料約190万
円程度の減額効果を見込め
る（令和4年度実績736万円
の約1/4)

市ウェブサイトへの掲載
対象分野に関連し
ない

R5補正（地）

16 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
鳴子スポーツセンター照明器

具ＬＥＤ化事業
Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

⑨推奨事業メ
ニュー例よりも
更に効果があ

ると判断する地
方単独事業

鳴子スポーツセンターの照明器具を水
銀灯からLED照明に改修することによ
り，電気料金が抑制されることで施設使
用料への転嫁を抑制でき，施設利用者
である市民の負担軽減につなげる。

 3,751  3,751  3,751  - 

①エネルギー価格の高騰が続く中で，施設の電気料金を抑制し市民
の負担軽減につなげる。
電気料金で年間約54万円程度減額効果
②工事請負費
③体育施設改修費
　・器具，雑材消耗品費　2,820千円
　・労務費（電工），既設機器撤去処分費，現場管理費，一般管理費　
931千円
施設内外の水銀ランプをＬＥＤ器具に交換
　・アリーナ　700W×24個
　・ステージ　400W×6個
　・外灯（80W）×2台
④鳴子スポーツセンター利用者

－ － － R6.1 R6.3

年間の電気使用料金約54万
円程度の減額効果を見込め
る。（令和4年度実績3,106千
円の約17.4％）

市ウェブサイトへの掲載
対象分野に関連し
ない

R5補正（地）

17 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
田尻総合体育館照明器具ＬＥ

Ｄ化事業
Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

⑨推奨事業メ
ニュー例よりも
更に効果があ

ると判断する地
方単独事業

田尻総合体育館の照明器具をLED照明
に改修することにより，電気料金が抑制
されることで施設使用料への転嫁を抑
制でき，施設利用者である市民の負担
軽減につなげる。

 52,664  52,664  52,664  - 

①エネルギー価格の高騰が続く中で，施設の電気料金を抑制し市民
の負担軽減につなげる。
電気料金で年間約412万円程度減額効果
②工事請負費
③体育施設改修費
・器具，雑材消耗品費9,341千円
・労務費（電工），既設撤去費及び処分，足場組立費，養生費
43,323千円
施設内器具をLED器具に交換
・アリーナ（700W×2＋450W×2）40基
・2階客席（300W）42基
・会議室，事務室，外418基
④田尻総合体育館利用者

－ － － R6.2 R6.4以降

年間の電気料金使用料約
412万円程度減額効果を見込
める（令和4年度実績824万
円の約1/2）

市ウェブサイトへの掲載
対象分野に関連し
ない

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等
の調整のために不測の日数を要
し、計画を再検討した結果、
交付対象事業の完了が令和6年
12月下旬となるため

R5補正（地）
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